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 児童虐待対応件数は、厚生労働省が統計を始めた 1991 年以降増加を続け、2015 年



















 本論文の構成は、3 部 7 章から成る。 





とめる。第 3 章では、PCIT の概要について説明をし、特に児童虐待と里親に関する
先行研究を示す。 


































第 1 章 不適切な養育環境の定義および本論文の研究対象 
 











第 1 項 児童福祉法における「要保護児童」の定義 
 子どもに関する法律においては、1947 年に施行された児童福祉法がある（最終改正























この指針の第 1 章では、以下のように述べられている。 
 
(1) 虐待を受けている子どもを始めとする要保護児童（児童福祉法（昭和 22





















①児福法第 6 条の 2 第 8 項に規定する「要保護児童（保護者のない児童又は
保護者に監護させることが不適当であると認められる児童）」及びその保護者 
②児福法第 6 条の 2 第 5 項に規定する「要支援児童（保護者の養育を支援す
ることが特に必要と認められている児童（要保護児童に該当するものを除
く。））」及びその保護者 














第 2 項 虐待防止法における「児童虐待」の定義 
 子どもに対する不適切な養育においては、児童虐待が主たるものとして挙げられる。
日本における児童虐待の法律上の定義は、2000 年 11 月に施行された虐待防止法によ
り初めて示された。最終改正は 2016 年 6 月となっている。虐待防止法では以下の定
義がなされている。 
 





























通告も年々増加している。2016 年 8 月に厚生労働省は、児童虐待相談対応件数の増加
の主な要因として、全国共通ダイヤルの 3 桁化とともに、子どもが曝される場での DV
（以下、面前 DV）の警察からの通告の増加を挙げている。児童虐待相談対応件数の
うち、面前 DV が含まれる心理的虐待の割合は、2006 年度には 17.2%だったのに対
し、2015 年度には 47.2%にまで増加し、通告者が警察である件数も 7%から 37%にま
















れるようになった。日本では child abuse の訳である「児童虐待」と区別して、「不適
切な養育」が一般的な訳となっているが、以上の厚生労働省の説明によれば、児童虐
待と同義であるとされている。諸外国では、身体的・性的・心理的虐待とネグレクト




























































































第 2 章 児童虐待に関する支援の実態 
 
第 1 節 はじめに 




















第 1 項 日本における児童虐待問題の概観 































 2004 年に栃木県小山市で 3 歳、4 歳の兄弟が父親の友人から虐待を受けて死亡した
事件を受け、2005 年カンガルーOYAMA という団体が、児童虐待防止を目的にオレン








第 2 項 近年の動向 
 2004 年施行、2008 年施行と、虐待防止法成立から 3 年おきに 2 度の一部改正を行
































第 1 項 児童虐待対応件数の増加と役割の過重 
 児童相談所での児童虐待相談対応件数は、統計を始めた 1991 年度（平成 2 年度）
の 1,101 件以降、年々増加し続けており、2015 年度（平成 27 年度）には 103,260 件





図 2-1 児童虐待対応件数の推移 
 
虐待防止法が制定された 2000 年度（平成 12 年度）から比較しても、5.83 倍と急増
している。2015 年度は、前年度からは 14,329 件の増加であり、厚生労働省は、大幅
な増加があった自治体を調査し、増加の主な要因を 2 点挙げている（厚生労働省, 
2016）。1 つ目には、面前 DV の警察からの通告が増加したことによる心理的虐待通告
件数の増加がある。この 1 年間で、心理的虐待が 9,918 件増加し、警察からの通告は
9,350 件増加している。警察通告の全てが心理的虐待ではないが、この増加はほぼ重




喚起が社会全体に高まったことにある。それを裏付けるように、2014 年度 1 年間にお
ける児童相談所全国共通ダイヤルからの総入電数は 20,144 件であるのに対し、2015





















福祉司を 550 名程度増員して 3,480 名、スーパーバイザーを 110 名程度増員して 580




身体的虐待 ネグレクト 性的虐待 心理的虐待 総数
2011年 21,942(36.6%) 18,847(31.5%) 1,460(2.4%) 17,670(29.5%) 59,919
2012年 23,579(35.3%) 19,250(28.9%) 1,449(2.2%) 22,423(33.6%) 66,701
2013年 24,245(32.9%) 19,627(26.6%) 1,582(2.1%) 28,348(38.4%) 73,802
2014年 26,181(29.4%) 22,455(25.2%) 1,520(1.7%) 38,775(43.6%) 88,931
2015年 28,611(27.7%) 24,438(23.7%) 1,518(1.5%) 48,693(47.2%) 103,260
25 
 




当件数の平均は、2013 年度で 109.1 件であったという報告もあるが、児童福祉司 1 人
あたりの担当件数が 100 件を超えることは珍しくもなく、欧米諸国が 1 人あたり 20
件程度であることと比較しても非常に危機的状況であることは否めない。厚生労働省
社会保障審議会で増沢（2014）は、ロサンゼルス郡と横浜市の比較をしている。ロサ
ンゼルス郡は人口 870 万人だが、CPS（Child protection Center）は 17 か所あり、
横浜市は人口 370 万人だが 4 か所しかない。ロサンゼルス郡のソーシャルワーカーは







第 2 項 児童相談所に求められている役割 
 
 前述の 2017 年 4 月の児童福祉法改正により、児童相談所の体制強化が明確化され






















































第 4 節 児童虐待に対する心理的援助 
 








 虐待を受けた子どもに対する心理的支援は、表 2-1 のように、プレイセラピー
（Trauma Focused Play Therapy、Post Traumatic Play Therapy 等）、箱庭療法や
アートセラピー、音楽療法といった表現療法、TF-CBT、AF-CBT といった認知行動
療法、言葉でのやり取りによる言語療法などが実施されている（Gil, 2006; 他）。The 




























Trauma Focused Play Therapy































対象 形式 回数 児の年齢
MyTreeペアレンツ・プログラム 保護者 グループ 13回程度 問わない
ペアレント・トレーニング（肥前方
式、精研式などにより多少異なる）










Nobady's Perfect 保護者 グループ 6-10回 0-5歳






































る。山本らの 2013 年の報告では、全国 113 か所の児童相談所から回答を得たところ、













































図 2-1 児童相談所で実施されているプログラム 
 
これを見ると、207 か所の児童相談所のうち、最も多いコモンセンスペアレンティン

















表 2-4 児童養護施設で再統合目標の事例に実施されているプログラム 
ライフストーリーラーク（生い立ちの整理） 336 85 25.3
TF-CBT 336 4 1.2
親等を対象とした治療内容・プログラム
MCG 336 2 0.6
MY TREE 336 2 0.6
精研式ペアレントトレーニング 336 5 1.5
コモンセンス・ペアレンティング 336 35 10.4
ペアレントプログラム 336 15 4.5
ノーバディズパーフェクト 336 1 0.3
トリプルP 336 1 0.3
親グループ活動 336 2 0.6
CARE 336 4 1.2
親子を対象とした治療内容・プログラム
サインズ・オブ・セーフティ 336 26 7.7
PCIT 336 4 1.2
AF-CBT 336 1 0.3

















































第 3 章 親子相互交流療法 Parent-Child Interaction Therapy(PCIT)の概要 
 
第 1 節 PCIT の概要 
 
第 1 項 PCIT の基本的理論 
 ここでは、PCIT の基本となっている理論の概要について説明する。 









































 PCIT は、米国の国立子どものトラウマストレスネットワーク The National Child 
Traumatic Stress Network(NCTSN)においてエビデンスに基づいた治療と評価され
ており、アメリカ心理学会のガイドラインに基づくと「well-established treatment」
に位置付けられるとメタアナリシス研究で示されている（Thomas & Gembeck, 2007）。







international の国際学会では、大型バスの内装を PCIT が治療できる空間に改修され


































 現在、Eyberg を CEO とした認可団体である PCIT International が組織化され、
マニュアルの改訂、セラピスト・トレーナーの認定、国際学会の実施などを行ってい
る。世界 10 か国で実施され、マニュアルは 5 か国語に翻訳されている。現在も、研
究結果等に基づくマニュアルの改訂、トレーニング内容の変更などがなされ、発展し
続けている。 
 日本には、2008 年・2009 年に東京女子医科大学附属女性生涯健康センター（加茂
登志子センター長）研究チームが、米国シンシナティ子ども病院トラウマ治療トレー
ニングセンター（Trauma Treatment Training Center : TTTC）から講師を招聘して
ワークショップを実施し、導入された。その後、創始者である Eyberg によるワーク








第 2 項 PCIT の実施方法 
 本項では、ワークショップやマニュアルの内容に基づき、実施方法について説明す
る。 
 PCIT の概観を表 3-1 に示した。 
 
 




齢は、研究で効果が確認されている 2.5 歳から 7 歳が適当とされている。基本的には
週に 1 度の実施が望ましいが、事情により頻度が低いことも許容されている。1 セッ



























 PCIT は、大きく 2 つの段階に分けられている。1 つは、子どもが主導するように保
護者が関わり、親子の相互交流を強化してアタッチメント関係を高める Child 
Directed Interaction（以下、CDI）のセッションであり、次に、子どもに従いやすい




































 PCIT のアセスメントで使用する評価尺度は、2 つある。 
 1 つは、ECBI（Eyberg Child Behavior Inventory）である（Eyberg, 1980）。2 歳















 もう 1 つは、DPICS（Dyadic Parent-Child Interaction Coding System）である。
Eyberg によって開発された保護者と子どもの交流の質を評価するシステムであり、
マニュアルは現在、第 4 版まで改訂されている（Eyberg et al, 2013）。Child Led Play







と PDI 用の 2 種類あり、段階に合わせて CDI セッション中は CDI 場面、PDI セッシ










 CDI で習得すべきとされるスキルを表 3-2 に示す。 
 
 
表 3-2 CDI スキル（PRIDE スキル） 
 

























CDI のスキルは、PDI セッションに入ってからも継続して使用される。 














 PDI で習得すべきスキルを表 3-3 に示す。 
 
 
表 3-3 PDI スキル 
 



















































































園などに CDI のスキルを用いながら外出し、必要に応じて指示を出して PDI の手順
を実行する。 
 PDI の習得基準は、コーチング前の 5 分間の DPICS による PDI 用のコーディング
で判断される。保護者が出した指示の 75%が PDI スキルに即した有効な指示である
ことと、その有効な指示の 75%でその後の【具体的賞賛】や【タイムアウト】の手順







第 2 節 PCIT 研究の概観 
 
第 1 項 PCIT の広がり 
 PCIT はまず、「Parent-Child Interaction Training」として 1980 年に検証結果が






容に有意な差は見られなかった。続いて 1982 年には、同じく Parent-Child 
Interaction Training の効果検証について報告された（Eyberg, 1982）。家での問題行
動がある 2-7 歳の対象児童 7 名と、そのきょうだいである 2-10 歳の 5 名を対象にし、
検証している。平均 8.86 回のセッションを実施し、対象児童の ECBI 得点は強度指
数、問題指数ともに有意に減少したが、直接的には実施していないきょうだいは有意
な差は見られなかった。尺度の結果では、保護者の心理療法に対する満足度が高かっ
たと報告されている。それらを経て、1988 年に「Parent-Child Interaction Therapy」
として、マニュアル化された。 
 その後、世界各国の多くの研究者らによって検証が重ねられている。メタアナリシ
スとしては、2007 年に Thomas & Gembeck が PCIT とトリプル P を検証し、どちら
も子どもの問題行動と育児ストレスを減少させる効果が認められたと報告した




とした。また、2014 年には、2004 年から 2011 年の研究を分析したメタアナリシス




第 2 項 児童虐待に関する海外の研究 
 行為障害を持つ子どものために開発された PCIT は、90 年代、児童虐待を受けた子
どもとその保護者にも対象が拡大された（Borrego et al, 1999）。Timmer は、136 組
の親子のうち、親から児童虐待があった 59 組の親子に対して PCIT を実施し、被虐
待児の問題行動の減少だけでなく、親の育児ストレスの軽減、短期的な児童虐待の有
意な減少が認められたと報告されている（Timmer et al, 2005）。保護者と子どもの相
互作用の変化は、最初の 3 セッションという短期間に急速かつ大幅に起きるという報
告もある（Hakman et al, 2007）。多くの研究により、保護者が適切な関わり方を身に
付け、その結果、子どもが適切に行動するようになり、保護者、子どもの双方に、児
童虐待予防につながるアプローチが可能であることが明らかにされている。 












地域の児童福祉機関での適用可能性が高いと報告している（Chaffin et al,2011）。 
 児童虐待をした経験がある、または非常に高い虐待リスクを持つ 150 人の母に対す
るランダム化比較試験では、12 週間後、待機群に比較して、子どもの問題行動と保護
者のストレスが減少したことが明らかになっている（Thomas & Gembeck, 2011）。こ
の報告では、完遂した母が、中断した母に比較して、その後の児童相談所の関わりが
少なかったことも示された。この研究に続いて、Thomas & Gembeck は、151 人の虐
待歴を持つ親子に対し、全く変更を加えず、12 セッションに固定した方法で、ランダ








（McNeil et al, 2005; Timmer et al, 2004; 2006 他）。里親に委託される時期と PCIT
実施のタイミングは、任意で決めて良いと述べられている（McNeil et al, 2005）。 
 
第 4 項 日本における研究 
 日本においては、PCIT を導入した東京女子医科大学女性生涯健康センター所長の
加茂が、医療機関においてDV被害児童と母親にPCITを実施した報告を行っている。
2010 年の報告では、11 例のうち継続している 5 例を除く 6 例中、5 例の子どもに外
在化症状、内在化症状ともに改善が認められ、5 例の母親にうつ症状の改善が見られ














AF-CBT とともに PCIT についても実践報告をしている（犬塚ら, 2013; 2016）。栁田







第Ⅱ部 不適切な養育環境を経験した子どもとその保護者への PCIT の有
効性の検討 
 











第 4 章 【研究 1】日本における不適切な養育環境を経験した子どもとその
保護者に対する PCIT の適用可能性と有用性に関する考察 
 
第 1 節 はじめに 
 本章では、日本における不適切な養育環境を経験した子どもとその保護者に対する
PCIT の有用性を検討するために、米国で PCIT が開発された際と同様の大学附置機
関での実施結果を分析する。 
 
第 2 節 目的 
 米国を始めとする諸外国の研究では、PCIT が児童虐待予防や子どもの問題行動の





第 3 節 対象および倫理的配慮 
 
第 1 項 対象 
 A 大学心理臨床センターにおいて、筆者が PCIT を実施し始めた 2011 年度以降、
子どもの DV 目撃に対するケアや保護者が子どもへの関わりを知りたい等を主訴とし、
来所希望あるいは他機関からの紹介のあった事例のうち、以下の条件に適合する親子









 A 大学心理臨床センターの子ども相談部門で 2012 年 4 月から 2016 年 3 月までに
終結、または中断した 98 事例のうち、以上の条件を満たした上で、PCIT を実施され、




第 2 項 倫理的配慮 











第 4 節 方法 
 




















Interaction Coding System）、ECBI（Eyberg Child Behavior Inventory）、保護者へ
の実施後アンケート、児童福祉司への実施後アンケート 
 








第 4 項 PCIT 
 PCIT は、実施当時の邦訳最新版である 2009 年版または 2011 年版のマニュアルに
沿って実施した。PCIT の実施者である筆者は、PCIT International が認めたトレー
ナーによるワークショップを受講し、情報の更新を行いながら技術を習得してきた。





第 5 項 アセスメント 
 以下のアセスメントを実施した。 
 
① Eyberg Child Behavior Inventory（ECBI） 




が 114 点以下、問題である項目が 11 つ以下となることが、ひとつの修了の指標とな
っている。2016 年 12 月に日本語版が出され、日本におけるカットオフ値は強度指数
が 124 点以下、問題指数が 13 点以下とされている。詳細は、第 3 章第 1 節第 2 項で
述べている。 
 
② Dyadic Parent-Child Interaction Coding System（DPICS） 
 Eyberg によって作成された、発言を分類して定量的に数値化する評価法である











章第 1 節第 2 項で述べている。 
 

















第 5 節 結果 
 
第 1 項 対象 
 対象となった親子は 12 組であった。対象の概要を表 4-1 に示す。子どもの平均年




表 4-1 対象事例の概要 
 






事例数 児年齢平均 男女比 男女比












第 2 項 転帰、機関等 
 
➀転帰 
 中断した事例は 3 組であり、中断率は 25.00%であった。PCIT の中断率は、ワーク




児年齢 児性別 同胞 実施保護者 被害状況
A 6歳 男児 なし 実母 発達・虐待リスク
B 5歳 女児 あり 実母 DV・虐待
C 6歳 女児 なし 実母 DV・虐待
D 6歳 男児 なし 実母 虐待・発達
E 10歳 男児 なし 実母 DV・虐待
F 6歳 男児 なし 実母 発達・虐待
G 9歳 男児 なし 実父 発達・虐待
H 9歳 男児 なし 実母 発達・虐待
I 7歳 男児 あり 実母 DV・虐待
J 7歳 女児 あり 実父 虐待・ネグレクト
K 7歳 女児 あり 実母 虐待・ネグレクト







表 4-3 終結と中断の割合 
 
②期間 




表 4-4 実施機関の平均値 
 
第 3 項 アセスメント 
 
➀ECBI（子どもの行動変容） 
 修了した 9 例について、平均値および t 検定の結果を表 4-5 に示す。実施前の強度
指数は平均 146.22（121-211）点で、実施後は平均 107.89（83-133）点であった。問
題指数は、実施前が平均 18.89（9-30）点で、実施後が平均 10.78（2-20）点であった。
t 検定により PCIT の実施前後の差を検証したところ、強度指数（t=4.05, p<.01）と
問題指数（t=3.55, p<0.1）ともに有意差が見られた。 
 
全事例 終結 中断 中断率






表 4-5  ECBI の平均値、標準偏差、および t 検定の結果 
 
 実施前の強度指数は、全ての事例が臨床域とされる 115 点以上であり、問題指数は











 保護者が発する言葉を分類する DPICS では、完遂した事例では全て、習得基準を






M SD M SD t値
強度指数 146.22 29.74 107.89 14.89 4.05**














 PAAI-R の事前と事後の平均値を図 4-1 に示す。事前と事後で比較したところ、総
得点、下位項目全て軽減していた。特に大きく軽減した下位項目は、7 項目中、【自信
欠如】【被害的認知】【完璧志向性】【拒否嫌悪】の 4 項目で多かった。 
 
 











第 6 節 考察 
 








れている（Chaffin et al, 2004）。全ての事例において、PCIT の実施によって親子そ
れぞれのネガティブな行動が減少したことは、虐待予防に効果的であったと考えられ
る。加えて、Eyberg は、PCIT の特徴の 1 つとして保護者の満足度の高さを挙げてい








































って示され、メタアナリシスで実証されているが（Thomas & Gembeck, 2007）、研究



































 PCIT では、PDI セッションにおいて、保護者の指示に子が従えるようになること






















第 7 節 限界と今後の課題 



























第 5 章 【研究 2】日本の児童相談所における PCIT の適用可能性と有用性
の検討 
 




第 4 章で日本における有用性が確認された PCIT を、日本の児童相談所の事例に実施
した際の適用可能性と有用性を検討する。 
 
第 2 節 目的 
 日本の児童相談所における PCIT の実施および検証は、数例にしか満たない（加茂




（Chaffin et al, 2004; 2011; 他）。Scudder らは、子どもと分離されている母親に対し
て PCIT と通常の支援を行い、PCIT の群は通常支援の群に比べて、母親の子どもに














第 3 節 対象および倫理的配慮 
 
第 1 項 対象 
 B 県児童相談所は、2010 年度から試行的に筆者が PCIT を始め、2011 年度からは
外部委託を開始し、2013 年度から児童相談所職員を資格者として養成し、本格的な実







 上記の条件で 2010 年 4 月から 2016 年 3 月末までの間に筆者が PCIT を実施して、
終結または中断した全ての事例の記録を対象とした。 
 
第 2 項 倫理的配慮 

















第 4 節 方法 
 







行動変容を DPICS で、子どもの行動変容を ECBI で、保護者の心性変容を PAAI-R













③心理検査等結果：ECBI（Eyberg Child Behavior Inventory）、DIPICS（Dyadic 
Parent-Child Interaction Coding System）、PAAI-R（虐待心性尺度） 
 





第 4 項 PCIT 




のを使用している。詳細は第 4 章第 4 節第 2 項の通りである。 
 
第 5 項 アセスメント 
 以下のアセスメントを実施した。詳細は第 4 章第 4 節第 2 項に記載している。 
①Eyberg Child Behavior Inventory（ECBI） 
75 
 
②Dyadic Parent-Child Interaction Coding System（DPICS） 
③Parental Abusive Attitude Inventory（虐待心性尺度／PAAI-R） 
④行動観察 
 
第 5 節 結果 
 
第 1 項 対象 
 対象事例は 11 組であった。概要を表 5-1 に示す。子どもの平均年齢は、3.9 歳（2-
7 歳）であり、男児 7 名と女児 4 名であった。保護者は、実親、継親、養親、里親が
いた。里父が 1 名おり、里母と一緒に受けた事例であった。 
 
 




事例数 児年齢平均 男女比 実:継:養:里 男女比




















児年齢 児性別 同胞 保護者年齢 実施保護者 保護理由 引取・委託 場所
A 6歳 女児 なし 20代前半 継母 身体（継母） 実施後 児相








D 2歳 女児 なし 50代前半 里母 収監（実母） 実施前 児相




F 4歳 男児 なし 50代前半 養母 身体（実父母） 実施前 児相
G 4歳 女児 なし 50代前半 里母 精神疾患（実母） 実施後 養護施設
H 3歳 男児 なし 20代前半 実母 虐待（実母） 実施前 児相
I 2歳 男児 なし 30代後半 実母 虐待（実父） 実施後 乳児院
J 3歳 男児 なし 30代後半 里父 経済困窮 実施中 児相

















第 2 項 転帰・期間等 
 
①転帰 







表 5-3 児童相談所における事例の転帰 
全事例 終結 中断 中断率





 期間について、表 5-4 に示す。修了するまでの期間は、4 か月半から約 12 か月であ









表 5-4 児童相談所における実施期間 
 
第 3 項 アセスメント 
 
① ECBI（子どもの行動変容） 
 修了した 10 例の PCIT の平均値および t 検定の結果を表 5-5 に示す。実施前の強
度指数は平均 95.70（42-172）点で、実施後の平均値は 90.80（41-150）点であった。
実施前の問題指数は平均 9.90（0-34）点で、実施後の平均値は 7.10（0-26）点であっ
た。PCIT の実施前後の t 検定の結果では、強度指数、問題指数ともに有意差は見られ
なかった。10 例中 7 例が、実施前ですでに問題行動は治療を必要としない標準域であ











表 5-5 児童相談所での ECBI の平均値、標準偏差、および t 検定の結果 
 








 保護者が子どもに向けて発した発言を分類する DPICS では、完遂した 10 例の平均
値を、図 5-1 に示す。保護者の子どもへの言葉掛けが大きく変容していた。 
 
M SD M SD t値
強度指数 95.70 44.12 90.80 38.60 0.53





図 5-1 児童相談所での実施における DPICS 平均値の前後比較 
 
 実施前には、ほとんどの保護者が、子どもを褒める言葉を発していなかったが、実
施後には、5 分間に他の【繰り返し】や【行動の説明】も 10 個以上使用しながら、約
10 個の【具体的賞賛】を発していた。また、子どもの主導を阻害するとされる【質問】




積極的に指示に従う率の向上についても、研究 1 と同様であった。 
 
③PAAI-R（保護者の心性変容） 







図 5-2 児童相談所における PAAI-R 平均値の前後比較 
 





第 4 項 アンケート（保護者の主観の変化） 
 導入して最初の 5 例に対し、PCIT の修了後、今後の実践に生かすという目的を説













ように変化を感じられたかは、以下の表 5-7 に示す。 
 
おおいに 利用したい 部分的に あまり 利用できない
3.今後の子育てに利用していけそうですか 4 0 0 0 0
おおいに 良くなった 変化ない 少し 悪くなった
4.あなた自身に変化がありましたか 2 2 0 0 0













































第 5 項 PCIT 実施後の経過（再通告の有無） 























た結果、PCIT 実施修了後から 4 例に再虐待の通告はなかった。PCIT 修了から調査日







 2013 年度の調査によると（和田ら, 2013）、一時保護している子どものうち、過去
に児童相談所の関わりがあった割合は 61.8％であった。多くの保護者が、児童相談所
の関わりを複数回必要としていることがうかがえる。本調査では、5 件のみの検討で
あり、前向き調査であるため上記報告との比較はできないが、4 組の親子が PCIT 実
施後、児童相談所の関わりを持たずに平均 3 年を過ごせていたことになる。 
 
第 6 節 考察 
 
第 1 項 日本の児童相談所における PCIT の適用可能性について 






































第 4 節第 4 項で述べたように、B 県に導入した初期であるため、実施者が PCIT の経
験が浅いことも、完遂に影響を与える可能性が考えられた。加えて、児童相談所での
実施では、危機介入的に支援が始まることが多いことや、養育者と子どもが同居して
いない中で PCIT が始まる場合があることなど、通常 PCIT が想定している環境や状
況ではないことも、課題として考えられた。 








第 2 項 児童相談所での実施の特性 
 児童相談所における PCIT の実施について、いくつかの特性が示唆された。特に、























































クを高める前に、予防的に PCIT を実施する傾向が見られた。 


















ついて意識化することが目的となっている。研究 2 からは、こうした準備を経て PCIT
を実施することが効果的である可能性が示唆された。 
 
























 加えて、PCIT では、初心者は特に、2 名のコーチによって実施することが推奨され
ており、筆者が所属する県でもそれを厳守してきた。少なくとも、事前事後面接の間
は、子どもを保育する職員が必要であり、1 人のコーチがその役割を担うことも多か









②家族再統合の条件として PCIT が提供される懸念 














































 PCIT International は、特に最初の事例では、リアルタイムのスーパーバイズを受
けることを推奨しているが、児童相談所では、セキュリティの関係上、インターネッ
ト環境に制限があり、スーパーバイザーに見てもらうために動画をアップする環境が
整えられないため、実質的には難しい。筆者が所属する県では、年に 3 回、2 時間の


































第 4 項 児童相談所での実施における保護者の行動と心性の変容 
 児童相談所が、保護者に PCIT を紹介する第一の目的は、保護者が虐待的ではない
適切な関わりを身に付けることであった。PCIT では、保護者がスキルを身に付けた











































































 更には研究 2 では、その後の経過についても調査し、1 例を除き、再度児童相談所
98 
 







 以上のように、児童相談所が PCIT の効果として期待している保護者の変容は、行
動面・感情面ともに肯定的な変化が見られ、継続性も高いことが示唆された。 
 





が高くない状況から開始していることが影響している可能性である。10 例中 7 例は、




















































第 7 節 限界と今後の課題 
 
 児童相談所の中心的課題である家族再統合に向けた再虐待予防、里親委託を推進す
































第 6 章 【研究 3】アタッチメントの課題を持つ里子の問題行動に対する
PCIT の有効性に関する検討 
 
























第 3 節 対象および倫理的配慮 
 
第 1 項 対象 











第 2 項 倫理的配慮 

















第 4 節 方法 
 







行動変容を DPICS で、子どもの行動変容を ECBI で、保護者の心性変容を PAAI-R
で、前後比較をし、分析した。各アセスメントの詳細は第 4 章第 4 節第 5 項に述べた。
加えて、治療中の保護者の特徴的な発言から、治療効果や課題について分析した。 
 









③心理検査等結果：ECBI（Eyberg Child Behavior Inventory）、DIPICS（Dyadic 
Parent-Child Interaction Coding System）、PAAI-R（虐待心性尺度） 
 






第 4 項 PCIT 




ョップは、2013 年度に 16 名、2014 年度に 12 名、2015 年度に 7 名受講し、それ以
前に個別に受講した者も 6 名おり、2016 年度末現在、B 県内に PCIT の実施者は 39
名いた。2016 年度には、同講師によるアドバンスト・ワークショップを開催し、これ
までに受講したセラピストの技術向上をはかった。その他、PCIT-Japan に依頼して









かったため、同じものを使用している。詳細は第 4 章第 4 節第 2 項の通りである。 
 
第 5 項 アセスメント 
 以下のアセスメントを実施した。詳細は第 4 章第 4 節第 2 項に記載している。 
①Eyberg Child Behavior Inventory（ECBI） 
②Dyadic Parent-Child Interaction Coding System（DPICS） 
③Parental Abusive Attitude Inventory（虐待心性尺度／PAAI-R） 
④行動観察 
 
第 5 節 結果 
 
第 1 項 実施された事例の概要 





表 6-1 里親／里親以外事例：事例概要 
 
 里親以外の実施と比較して、里親事例に児の年齢、男女比に差はなかった。里親の
年齢については、里親以外では 20 代から 40 代であるのに対し、里親は 40 代から 50
代と高年齢であった。 
 
事例数 児年齢平均 男女比 年齢 男女比
里親 11 5.45(2-11) 6:5 40-50代 1:10




第 2 項 転帰、期間等 
 
➀転帰 
 里親事例では 11 例中 2 例が中断し、里親以外では 20 例中 11 例が中断していた。
全体としては、30 例中 13 例が中断していた。研究 2 で述べた中断率よりも上がって





表 6-2 里親／里親以外事例：終結・中断の割合 
 
②回数・期間 
 終結をした里親 9 例、里親以外 9 例の実施期間は以下の通りであった。 
 
 
表 6-3 里親／里親以外事例：実施期間の平均 
 
 里親以外に比べて、里親の事例は長く掛かっていた。通常、PCIT は半年程度で修
了するとされており、里親の 9 例のうち、5-6 か月で修了した事例が 4 例、通常より
も長い、約 8 か月の事例が 1 例、11 か月以上が 4 例となっていた。里親事例では、平
均的な期間で終わる事例と、長く掛かる事例があったと言える。里親以外は、1 例を
全事例 終結 中断 中断率
里親 11 9 2 18.18%
里親以外 20 9 11 55.00%















第 3 項 アセスメント 
 
➀ECBI（子どもの行動変容） 
 ECBI の事前事後のデータが得られた里親事例 6 例、里親以外事例 7 例の平均値を
比較した。里親事例では、平均値が事前の強度指数で 77.17 点、問題指数で 5.00 点で















表 6-4 里親事例、里親以外事例の前後の平均値と標準偏差、および t 検定の結果 
 
強度指数
M SD M SD t値
里親 77.17 33.41 82.83 46.13 -0.839
非里親 99.43 49.05 75.57 38.11 1.84
問題指数
M SD M SD t値
里親 5.00 5.51 4.17 8.01 0.34



































強度指数 -22.26 -0.94 7.26 0.31








































 里親と里親以外の修了後の数値の平均は以下の通りとなった。里親は上記の 4 例で













第 6 節 考察 
 
第 1 項 里親子への実施可能性、有効性について 













 里親で中断した 2 例は、いずれも PCIT の実施を外部委託していた事例である。1
例は児の年齢が 11 歳と、効果が実証されている範囲を超えて高かったが、試行的に
実施していた。里母は、児童関係の仕事をしていた経験があり、そこで身に付けた方
















































































































































































ある PDI は、関係構築のための CDI を十分に実施してから行われるように、最初か








第 7 節 限界と今後の課題 





























第 1 節 児童虐待問題に PCIT が有効である可能性 
 児童虐待対応件数は、統計を開始した 1990 年（1,101 件）以降、毎年増加を続
け、2015 年度には 10 万件を超えた。虐待防止法が成立した 2000 年から比較して
5.8 倍に上るが、その対応をする児童福祉司は、2015 年度現在、全国に 2,934 人し
かおらず、2000 年から比較して 2.23 倍にとどまっている。加えて、経験の浅い職員
の割合が増えており、2015 年 4 月時点で配属されている児童福祉司のうち、約 4 割

















































































第 2 節 児童虐待予防として PCIT を実施する上での課題 
 上記に示したように、PCIT は児童虐待を予防する上で効果があると考えられる。
しかし、いくつかの課題も明らかになっている。 











































 最後に、コストの問題がある。コストの問題の 1 つは、セラピストがスーパーバ
イズやブラッシュアップ研修を受ける費用である。本調査の対象となった B 県の児
童相談所では、2012 年から 3 年間、PCIT のコーチを養成する研修を行ってきた
が、2016 年には実施者からの要望により、ブラッシュアップ研修に切り替えた。ま














第 3 節 本研究の意義 




































 以上のように、本研究で得られた知見は、今後、日本において PCIT を児童虐待予
防や里親支援に活用していく上で、重要な示唆であった。 
 
第 4 節 本研究の限界 
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子への支援. 東京女子医科大学雑誌, 83(suppl), 408-414. 
和田一郎, 山本恒雄, 堤ちはる. (2013). 一時保護所の支援の充実 一時保護所の概要
把握と入所児童の実態調査. 日本子ども家庭総合研究所紀要, 50, 1-73. 
http://www.aiiku.or.jp/aiiku/kiyo/kiyo50.htm (2016-09-18 参照) 
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http://www.triplep-japan.org/index.html (2016-09-18 参照) 
ボーイズタウン・コモンセンスペアレンティング 
http://www.csp-child.info/index.html (2016-09-18 参照) 
Nobady’s Perfect Japan 
http://np-j.kids.coocan.jp/ (2016-09-18 参照) 
My Tree ペアレンツ・プログラム 
http://www.geocities.jp/mytree1206/index.html (2016-09-18 参照) 
CARE-Japan 
http://www.care-japan.org/ (2016-09-18 参照) 
 
 
